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本日ここに、第５回筑後市議会定例会の開会にあたり、議員

各位のご健勝をお慶び申し上げますとともに、日頃のご精励に

対し、深く敬意を表する次第であります。

提案理由の説明を申し上げます前に、令和２年度の市政運営

について、私の所信の一端を述べさせていただきます。

市長に就任してから、早いもので３年目に入りました。これ

まで、市民の皆様並びに市議会議員の皆様のご理解とご支援の

もと、厳しい財政状況ではありますが、各種施策の推進に取り

組んでまいりました。引き続き、「もっと住み続けたい筑後市」

の実現に向けて、丁寧に、またスピード感を持って、まちづく

りを進めてまいりたいと考えております。

国の状況を見てみますと、アベノミクスの推進によりわが国

の経済は、デフレではない状況を作り出す中で、長期にわたる

回復を持続させており、ＧＤＰは名実ともに過去最高規模に達

しております。

経済の先行きについては、今後も緩やかな回復が続くことが

期待されますが、消費税率引上げ後の経済動向を注視するとと

もに、米中貿易摩擦や新型コロナウイルス感染症の拡大など、

海外発の下方リスクによる悪影響にも備える必要があります。

一方、本市を取り巻く財政環境は、法人市民税が減収となる

など、厳しさを増しているように感じております。

私は、就任当初から、着実な行財政健全化が最重要課題と捉

え、努力いたしておりますが、今後も国の動向等を注視し、将

来にわたって持続可能な行財政構造を築き、決して次の世代に

負担を強いることのないよう、更なる努力をしなければならな

いと、決意を新たにしているところでございます。

昨年は、全国各地で大雨や台風による被害が発生いたしまし

た。本市でも、床上浸水や農作物被害などが発生し、平成２４
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年の九州北部豪雨以来の大きな災害となりました。

市では、平成３０年度から防災安全課を立ち上げ、防災専門

員を配置するなど、防災体制の強化に努めてまいりましたが、

改めて、行政の力だけでは限界があるということを痛感いたし

ました。これまでの教訓を生かし、市の体制強化はもちろんの

ことですが、防災・減災対策において最も重要である「自分た

ちの命は自分たちで守る」という、自助・共助による地域防災

力を、さらに高める必要があると考えております。

併せて、河川や水路につきましては、近年の集中豪雨等によ

る浸水被害の教訓から、防災・減災に効果的な整備を最優先と

し、氾濫防止や機能回復のための浚せつ事業や改修工事を重点

的に進めてまいります。特に、山ノ井川及び花宗川につきまし

ては、地域の実情に応じた河川整備を実施するために必要な河

川整備計画の早期策定に向け、県に対し働きかけを行ってまい

ります。

また、主要な河川に危機管理型水位計を新たに設置するなど、

市民の皆様の生命・財産を守ることを最優先に、安全・安心を

実感していただけるよう、国・県の財政措置を活用しながら、

防災・減災対策に積極的に取り組んでまいります。

さて、本市の人口は、近隣自治体が減少する中で微増を続け

ており、本年１月末には市政施行以来の４万９ ,５１３人を記

録しました。市の中心部では、民間の宅地開発により、更なる

人口増加を見込んでおり、筑後小学校の校舎増築も進めていく

予定でございます。

また、５月１２日には、東京２０２０オリンピック聖火リレ

ーが筑後市を通過いたします。この、またとない経験、感動を、

ぜひ市民の皆様と共有し、元気な筑後市を発信していきたいと

思っております。

今年度、市民の皆様のご理解によって形となりました水田、



3

下妻、古島小学校の再編計画につきましては、令和７年度の開

校に向けてしっかりと進めていく必要がございます。水洗、古

川小学校の再編計画も、これに遅れることなく進めていくため

に努力していく所存でございます。

待機児童解消をはじめとした子育て支援、また校区コミュニ

ティの推進等、取り組むべき重要課題も多くございます。これ

らの解決に向けても、引き続き、しっかりと取り組んでまいり

たいと考えております。

さて、令和２年度は、「第六次筑後市総合計画」が始動いた

します。この計画は、本市の全庁的な行政経営の指針として策

定したものであり、厳しい財政状況を踏まえ、重点分野を設定

し、限られた資源を有効活用しながら、選択と集中を図り、こ

れからのまちづくりに取り組むものでございます。

令和２年度のその他の主な事業につきましては、この第六次

筑後市総合計画（前期基本計画）に基づき、７つの政策ごとに

私の考えをご説明申し上げます。

まず、「快適に暮らせるまちづくり」について申し上げます。

水道事業につきましては、安全な水道水をいつでも供給でき

る体制づくりのため、引き続き、施設の耐震化や老朽管の更新

事業を計画的に進めてまいります。

また、経営の安定化、効率化に向け、中長期の財政計画とな

る経営戦略を策定し、「広域化」「共同化」の検討にも取り組ん

でまいります。

汚水処理の推進につきましては、公共用水域の水質保全を目

的に、公共下水道の整備と補助金交付による合併処理浄化槽の

設置促進を図ってまいります。下水道事業は、依然として、一

般会計からの多額の繰入金に依存している状況にありますが、

今年度から地方公営企業会計へ移行したことに伴い、経営戦略

を見直し、事業経営の改善に向け取り組んでまいります。
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秩序ある市域の整備と健全な都市の発展のための取組につ

きましては、公園施設の長寿命化計画及び立地適正化計画を策

定し、快適な暮らしの都市基盤づくりを進めてまいります。

公共交通の充実につきましては、公共交通網形成計画の策定

に着手するとともに、コミュニティ自動車につきましては、地

域との協働のもとで、道路運送法に基づいた市町村運営の自家

用有償旅客運送へ移行し、安全性と持続性の向上を図ってまい

ります。

道路事業につきましては、国県と連携し、国県道整備の推進

を図るとともに、国からの交付金などを有効活用し、幹線的市

道や地元要望路線の整備及び通学路や歩道の整備など、道路の

安全対策を着実に推進してまいります。

また、道路施設の維持修繕事業を計画的に実施し、施設の長

寿命化を図るとともに、道路危険箇所への迅速な対応を推進し

てまいります。

次に、「環境が守られたまちづくり」について申し上げます。

温暖化をはじめとして、地球規模での環境問題が深刻化して

います。環境問題の多くは、行き過ぎた快適性・利便性の追求

による生活様式や産業活動の変化に起因した環境への負荷に

より生じており、市民、事業者、行政の協働による環境にやさ

しい地域社会の形成に努めてまいります。

さらに循環型社会の形成に向け、リデュース、リユース、リ

サイクルの３Ｒ（スリーアール）について、積極的な啓発活動

を展開し、家庭から出るごみ排出量の減少を目指します。また、

食品ロス削減については、削減推進計画の策定に向け、取り組

んでまいります。

次に、「活気に満ちたまちづくり」について申し上げます。

農業の振興につきましては、農業の持続的経営、農村環境の
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保全のための担い手を継続的に確保していくことが、最大の課

題であります。そのため、将来の農業の担い手となる新規就農

希望者の就農促進、新規就農者の育成を図ります。

地域に活力をもたらす産業・雇用の創出につきましては、関

係機関と連携し、市内の中小企業者・小規模事業者へ経営支援

を行います。また、今年度制定した筑後市産業振興促進条例を

活用しながら、企業誘致や企業留置など、企業支援の取組によ

り、雇用の創出と地域経済の活性化を図ります。併せて、企業

誘致に向けた産業用地につきましては、庁内プロジェクトチー

ムを編成し、用地の確保等に向けた取組を進めてまいります。

観光の振興につきましては、「第２次筑後市観光推進実施プ

ラン」に基づき、観光入込客数の増加を図るとともに、福岡ソ

フトバンクホークスとの連携協力により、誘客や観光消費の拡

大に努めてまいります。

次に、「いきいきと健やかに暮らせるまちづくり」について

申し上げます。

子育て支援の充実につきましては、「安心して子どもを産み、

子育てのよろこびを感じられるまち」の実現を目指して取り組

んでまいります。

特に課題となっている保育所や学童保育所等の待機児童の

解消については、引き続き重点施策として、私立保育所等の施

設整備の支援により受入児童数の拡大を図るとともに、老朽化

した筑後保育所については、受入児童数を拡大し、学童保育所

を併設することで、建て替えに向け準備を進めてまいります。

併せて、保育士及び学童保育支援員等の担い手確保について

も、引き続き積極的に取り組んでまいります。

また、本年１０月には子育て世代包括支援センターを設置し、

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行ってまいり

ます。
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さらに、児童虐待の防止や早期発見といった課題に迅速に対

応できるよう、子育て支援課に新たに参事を配置し、体制を強

化してまいります。

健康づくりの推進につきましては、地域コミュニティとの連

携により特定健康診査やがん検診等の受診率向上を図るとと

もに保健指導体制を充実させ、生活習慣病の発症予防及び重症

化予防に努めてまいります。

筑後市立病院につきましては、地域における中核病院の役割

を果たすとともに、安定した経営の継続により、第３期中期目

標達成を求めてまいります。

高齢者福祉の充実につきましては、団塊の世代が後期高齢者

となる２０２５年を見据え、地域包括ケアシステムを深化・推

進するために、要支援・要介護状態とならないための健康づく

り、地域包括支援センターの機能強化、認知症に対する取組を

重点施策として、引き続き進めてまいります。

また、本年４月から、新たに７５歳以上の後期高齢者も対象

とした保健事業と介護予防を一体的に実施し、高齢者の心身の

多様な課題への個別支援の強化や、専門職の通いの場への積極

的な関与に取り組むため、後期高齢者医療広域連合からの財政

措置も活用しながら、体制強化を図ってまいります。

障害児・障害者福祉の充実につきましては、「第３期筑後市

障害者基本計画」に基づき、障害のある人が支障を感じること

なく、地域で安心して生活し、社会参加できるまちづくりを進

めてまいります。

セーフティーネットの推進につきましては、生活困窮者の自

立へ向けた支援に取り組んでまいります。

次に、「豊かな人間性と創造性を育むまちづくり」について

申し上げます。

教育施策につきましては、「第２次筑後市教育大綱」の目標
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としています「教育のまち・ちくご」～ちくごで育ち、ちくご

を愛し、ちくごを育てる人づくり～を基本に進めてまいります。

学校教育については、「確かな学力の向上」「豊かな心の育成」

「健やかな体の育成」を３つの柱として、２１世紀型能力と言

われる基礎力・思考力・実践力の育成を併せて行い、そのこと

を基盤に、先行き不透明な２１世紀の社会を「生きぬく力」を、

子どもたちに身につけさせることを目指して取り組んでまい

ります。

令和２年度から、新学習指導要領が小学校において全面実施

され、外国語活動が小学校３年生からに拡大、５年生からは外

国語科が正式に始まります。さらに情報活用能力育成等のため、

小学校にプログラミング教育が導入されます。

市といたしましては、グローバルに活躍できる人材や、新た

な価値を創造する人材の養成につながる教育環境整備を、積極

的に進めてまいります。

社会教育につきましては、「第４次筑後市生涯学習推進計画」

に沿って、市民が生涯にわたって主体的に学び、その成果を自

らの生活や仕事に活かすとともに、学び合いを通して地域のつ

ながりを強め、よりよい地域づくりに取り組む「生涯学習を通

したまちづくり」を目指してまいります。

人権・同和教育につきましては、「筑後市人権教育・啓発基

本指針」に基づき、人権についての正しい理解を深めるととも

に、差別のない、人権が守られるまちの実現を目指して、人権

教育・啓発を進めてまいります。

男女共同参画社会の推進につきましては、「第５次筑後市男

女共同参画計画」に基づき、男女が互いに人権を尊重しつつ、

能力を十分に発揮できる社会の実現に向けて施策を推進して

まいります。

次に、「安全で安心に暮らせるまちづくり」について申し上



8

げます。

防災・減災対策の推進につきましては、「地域防災力の向上」

を重点基本事業として位置付け、各校区の自主防災組織と連携

を図りながら、推進してまいります。

具体的には、各校区の防災士同士の連携、また市の防災専門

員との連携も深めながら、防災訓練や講習会の充実を図り、自

主防災組織の充実強化に努めてまいります。

安全な暮らしの推進につきましては、警察や各校区の安全で

安心できるまちづくり協議会等との連携を深め、登下校の見守

り、高齢者の交通事故減少などに努めてまいります。

社会問題化している空き家対策につきましては、新しい制度

を創設し、その対策を進めるなど、さらに安全な筑後市を目指

してまいります。

消防・救急・救助体制の整備充実につきましては、複雑多様

化する救急活動に対応するため、引き続き、より高度な能力を

有する消防職員の育成、及び消防団員の加入促進等に努め、迅

速な活動ができる環境を整えてまいります。

次に、「持続可能なまちづくり」について申し上げます。

本市の人口は、平成２７年の国勢調査では減少しましたが、

その後は住民基本台帳においては微増で推移しております。し

かし、少子化の影響により出生数は既に減少状態にあることな

どから、中長期的には超高齢化を伴っての減少に向かうことは

ほぼ確実と思われます。

このような中、扶助費等の社会保障費の増加、人口減による

税収減への懸念等からも、行財政健全化へ向けた様々な取組を

進め、将来にわたって必要な公共サービスが持続的に供給され

る地域社会を構築する必要があります。

そのため、地方創生を切れ目なく進める「第２期筑後市総合

戦略」に引き続き取り組むとともに、第六次筑後市総合計画や
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行財政健全化実施計画に掲げております自律的な事務事業の

整理合理化や補助金の見直しなどを進めます。また、公共施設

の統廃合や長寿命化などにより公共施設等の最適配置を着実

に進め、限られた行政資源の重点配分や、効率的かつ機能的な

行政組織づくりなど、市民への説明責任を果たしながら、メリ

ハリの利いた行政経営に努めてまいります。

市民協働の推進につきましては、行政区や校区コミュニティ

協議会が相互に連携・補完し合いながら、多様化する地域課題

に対応できる地域組織づくりに取り組んでまいります。また、

外国人住民の増加に伴い、地域の居住者として共に生活し、共

に認め合い、誰もがいつまでも安心して暮らすことができるよ

う、多文化共生にも取り組みます。

併せまして、行政情報が適正に市民へ伝わり、また市民の意

見を聴く機会が確保されるよう、情報の発信、共有に努めてま

いります。

以上、令和２年度の市政運営について、私の基本的な考えを

申し上げました。

「令和」という新しい時代の舵取りも、大変厳しい状況にあ

りますが、市民の皆様お一人お一人との対話を重んじながら、

そして議会の皆様のご理解、ご指導をいただきながら、前に進

んでいきたいと考えております。「もっと住み続けたい筑後市

づくり」のため、今後とも全力を傾注してまいりますので、一

層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

そ れ で は た だ い ま 上 程 さ れ ま し た 議 案 第 １ 号 か ら 議 案 第

２５号までについて、提案理由の説明を申し上げます。

議案第１号 筑後市印鑑条例の一部を改正する条例制定に

つきましては、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正

化等を図るための関係法律の整備に関する法律の施行等に伴



10

い、改正を行うものであります。

議案第２号 公益的法人等への筑後市職員の派遣等に関す

る条例の一部を改正する条例制定につきましては、本年４月か

ら、職員を地方公共団体金融機構に派遣することに伴い、派遣

先団体を規則で定めるよう見直すものであります。

議案第３号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補

償等に関する条例の一部を改正する条例制定につきましては、

会計年度任用職員制度の導入に伴い、給料を支給される職員の

補償基礎額に関する規定を追加するものであります。

議案第４号 一般職の職員で非常勤のものの報酬及び費用

弁償に関する条例を廃止する条例制定につきましては、会計年

度任用職員制度の導入に伴い、今年度限りで廃止するものであ

ります。

議案第５号 筑後市職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例制定につきましては、被災地の復興支援等のために派

遣する再任用職員に対して、単身赴任手当を支給できるよう改

正するものであります。

議案第６号 地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理

に関する条例制定につきましては、地方自治法の改正に伴い、

関係条例の引用条項を一括して改正するものであります。

議案第７号 筑後市固定資産評価審査委員会条例の一部を

改正する条例制定につきましては、行政手続等における情報通

信の技術の利用に関する法律の改正に伴い、所要の改正を行う

ものであります。

議案第８号 筑後市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定につ

つきましては、国の基準における「みなし支援員」に係る経過

措置が、本年度限りで終了することから、本市の実情に合わせ、

経過措置を３年間延長するものであります。

議案第９号 筑後市国民健康保険税条例の一部を改正する
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条例制定につきましては、福岡県から示された国民健康保険事

業費納付金及び標準保険税率を踏まえ、税率を変更するもので

あります。

議案第１０号 筑後市介護保険条例の一部を改正する条例

制定につきましては、昨年１０月の消費税率引上げに合わせて

実施している低所得者の保険料負担軽減強化について、令和２

年度分を規定するものであります。

議案第１１号 筑後市観光交流施設条例制定につきまして

は、山梔窩歴史交流館及び山梔窩、水田地区観光駐車場並びに

筑後船小屋観光案内所を、一体的に管理運営し、指定管理業務

の対象とすることに伴い、必要な事項を定めるものであります。

議案第１２号 筑後市営住宅管理条例の一部を改正する条

例制定につきましては、本年４月より施行される民法改正に伴

い、連帯保証人の規定等を見直すものであります。

議案第１３号 筑後市公園条例の一部を改正する条例制定

につきましては、指定管理者により管理できる施設を公園全体

に拡大するなど、公園の管理運営等の規定を全体的に見直すも

のであります。

議案第１４号 平成３１年度筑後市一般会計補正予算（第５

号）について申し上げます。

今回の補正予算は、４０９万１千円を増額し、歳入歳出予算

の総額を２０６億２，１７３万３千円とするものであります。

歳出予算の主なものについて申し上げます。

各款共通の職員人件費は、実績見込みに応じ減額するもので

あります。

第２款 総務費の職員人件費は、退職者の増加により退職手

当を増額するものであります。

ふるさと筑後市応援寄付に要する経費は、今年度の寄附額が

当初の２億円から２億３，０００万円程度に増加する見込みと

なり、基金への積立金や寄附に対する返礼品経費等を増額する
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ものであります。

庁舎建設基金費は、見込まれる利子収入を積み立てるもので

あります。

第３款 民生費のプレミアム付商品券事業に要する経費は、

実績見込みにより事業費を減額するものであります。

介護保険特別会計（保険事業勘定）繰出金の低所得者保険料

軽減繰出金は、軽減被保険者数の増加により繰出金を増額する

ものであります。

後期高齢者医療に要する経費は、前年度の療養給付費負担金

額の確定により納付超過となったため、今年度の負担金から減

額調整を行うものであります。

第６款 農林水産業費の筑後市元気な農業づくり推進事業

に要する経費は、補助金支給予定の一部に不用額等が生じたた

め、減額するものであります。

園芸作物振興に要する経費及び災害復旧支援に要する経費

は、入札等の事業費減により補助金を減額するものであります。

畜産業に要する経費は、事業主体が実施要望を取り下げたた

め、補助金を減額するものであります。

水路改良事業に要する経費は、入札不調による工事の見送り

等により事業費を減額するものであります。

水利施設管理に要する経費は、国の経済対策により補助金が

追加配分されることにより、防災重点ため池の耐震調査業務委

託料の増額などをするものであります。

集落基盤整備事業に要する経費は、委託内容の見直しによる

委託料の減額及び県事業費の確定による負担金の減額であり

ます。

筑後川下流域土地改良事業に要する経費は、県事業費の確定

により負担金を減額するものであります。

第７款 商工費のホークスファーム連携事業推進に要する

経費は、スポーツ施設奨励金の確定に伴うものであります。
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第８款 土木費の道路維持補修に要する経費及び道路新設

改良事業に要する経費並びに社会資本整備総合交付金事業に

要する経費については、交付金の確定に伴い、事業費を減額す

るものであります。

河川管理に要する経費は、昨年８月の豪雨を受け、水防資材

等を購入するため、備品購入費を増額するものであります。

河川改良事業に要する経費は、令和２年度で全区間の工事を

実施することに伴い、今年度予定していた区間の工事請負費を

減額するものであります。

都市計画事務に要する経費は、入札結果により委託料を減額

するものであります。

公営住宅整備事業に要する経費は、入札結果により事業費を

減額するものであります。

第１０款 教育費の小中学校費パソコン設備整備事業に要

する経費は、国の補正予算事業を活用し、ＧＩＧＡスクール構

想による校内ＬＡＮ整備を行うものであります。

小中学校費の学校施設等改修事業に要する経費は、学校環境

の改善のため、市内小中学校のトイレ改修工事を行うものであ

ります。

以上の経費の主な財源として、分担金及び負担金、寄附金、

市債等を充てております。

また、幼児教育無償化に伴い見込まれる地方特例交付金を計

上いたしております。

繰越明許費については、プレミアム付商品券事業ほか１３事

業で、年度内に完了が見込めないため繰り越すものであります。

議案第１５号 平成３１年度筑後市介護保険特別会計（保険

事業勘定）補正予算（第３号）について申し上げます。

今回の補正予算は、軽減被保険者数の増加により、低所得者

保険料軽減繰入金が増加したため、歳入を組み替えるものであ

ります。
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議案第１６号 令和２年度筑後市一般会計予算について申

し上げます。

本市の令和２年度当初予算につきましては、引き続き行財政

健全化の取組を最優先に、また、新たに策定した第六次筑後市

総合計画に基づく７つの政策を着実に推進することを基本に

編成いたしました。

その結果、一般会計の歳入歳出総額は、前年度比５．０％減

の１９２億２千万円となったところでございます。

歳出のうち義務的経費は、人件費が国勢調査の実施等により

７，８７２万５千円の増、公債費は元金償還金の増加により

６，７１９万７千円の増、扶助費は７５５万２千円の増となっ

ております。

普通建設事業費は、私立保育所整備や衛生センター長寿命化

工事、再編新設小学校整備などにより４億７，１１８万１千円

の増、積立金は１４億９，４３７万８千円の減となっておりま

す。

歳入のうち増額したものは、消費税率の引上げにより地方消

費税交付金が１億３，９００万円の増、幼児教育無償化等によ

り国庫支出金が３億４，９６４万６千円、同じく県支出金が

２億６，０８８万５千円の増となっております。

一方、減額したものは、法人市民税等の減額見込みにより市

税が２億２，５１７万９千円の減、幼児教育無償化により分担

金及び負担金が１億８，６２９万５千円の減、繰入金が１４億

６，９０７万５千円の減となっております。

以下、歳出の各款にわたり、新規事業を中心に主なものをご

説明申し上げます。

第１款 議会費については、市議会の運営に必要な経費を計

上しております。

第２款 総務費について申し上げます。

市民協働の推進については、校区コミュニティ協議会や行政



15

区に対する補助金など、従来からの事業に加え、外国人居住に

関する相談事務に要する経費等を計上しております。

安全・安心まちづくりについては、高齢者による交通事故防

止のためにペダル踏み間違い防止装置等の設置助成制度を、新

たに創設いたします。

また、今後増加することが見込まれる老朽危険家屋の解体撤

去に対する助成制度も創設いたします。

さらに、コミュニティ無線の大規模改修や郷土資料館耐震化

工事も進めてまいります。

地方創生については、東京圏からの移住支援のための助成制

度を新たに創設いたします。

第３款 民生費について申し上げます。

高齢者福祉については、令和３年度から令和５年度までの第

８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定に要する経費等

を計上しております。

子育て支援については、待機児童対策として、保育士等確保

支援、私立保育所等施設整備費補助、筑後保育所の建て替えに

伴う実施設計委託に係る経費を計上しております。

また、子育て世代包括支援センターの開設準備や運営に要す

る経費等を計上しております。

第４款 衛生費については、予防接種事業において、本年

１０月から始まるロタウイルスワクチンを含めた定期予防接

種に要する経費等を計上しております。

第５款 労働費については、シルバー人材センター運営補助

金等を計上しております。

第６款 農林水産業費について申し上げます。

近年の豪雨災害対応のため、浸水・冠水被害が想定される地

域を重点に、国県の補助事業を活用し、水路の維持管理及び改

良工事を実施するために必要な経費等を計上しております。

また、昨年度に引き続き防災重点ため池の耐震調査業務を実
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施するととともに、今年度より着手する「県営農業水利施設保

全対策事業（花宗地区）」に必要な負担金を計上しております。

第７款 商工費について申し上げます。

企業誘致の推進については、企業見学会及び企業説明会等の

経費を計上しております。

観光振興については、議案第１１号でもご説明したとおり、

山梔窩歴史交流館等を指定管理施設として管理運営するため

の筑後市観光交流施設指定管理料等を計上しております。

第８款 土木費について申し上げます。

河川への新たな対策、豪雨への対応として、河川の水位状況

をきめ細かに把握し、迅速な対応を可能とするため、主要な河

川に危機管理型水位計を設置するための経費を計上しており

ます。

また、豪雨時に市民への影響が大きい地域や河川氾濫の危険

性が想定される箇所を重点的に、改良工事や浚せつを実施する

ための経費等を計上しております。

都市計画費については、立地適正化計画や公共交通網形成計

画策定支援業務などの委託料、市町村運営の自家用有償旅客運

送への移行に必要な経費等を計上しております。

また、公園費では、公園施設長寿命化計画策定業務委託料等

を計上しております。

第９款 消防費については、指令システム中間更新費用を含

む筑後地域消防指令センター負担金等を計上しております。

また、購入後１５年以上が経過し老朽化している救急車及び

指令車の車両更新費用を計上しております。

第１０款 教育費について申し上げます。

学校教育については、小学校に英語専科教員を新たに配置す

るための報酬のほか、外国語指導助手を派遣するための委託料

等を計上しております。

施設面では、水田・下妻・古島小学校の再編新設小学校設置
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に伴う設計業務委託料、児童数の増加が見込まれる筑後小学校

の校舎増築に伴う設計業務委託料、防犯対策として小学校への

門扉設置工事費、障害をもつ児童への対応として松原小学校施

設のバリアフリー化のための工事費等を計上しております。

社会体育事業については、東京２０２０オリンピック聖火リ

レー等の経費を計上しております。

第１１款 災害復旧費については、農業用施設災害復旧費及

び公共土木施設災害復旧費等を計上しております。

第１２款 公債費については、市債の元利償還金、事務費、

及び一時借入金利子を計上しております。

第１３款 予備費については、１千万円を計上しております。

歳入の主なものは、市税６１億２，４２５万８千円、地方交

付税３２億２，４１０万円、国庫支出金３３億７，７２４万

１千円、県支出金２０億３，０１１万１千円、市債１２億

６，０７０万円であります。

債務負担行為につきましては、基幹系システムＡＳＰ利用料

ほか８件であります。

議案第１７号 令和２年度筑後市国民健康保険特別会計予

算について申し上げます。

予算総額は、前年度比０．７％増の５６億４，２１８万８千

円となっております。

歳出の主なものは、保険給付費が前年度比０．８％減の

３９億１，０９２万８千円、国民健康保険事業費納付金は前年

度比７．１％増の１５億５，３２３万３千円、その他、保健事

業費、基金積立金等を計上しております。

これらの財源として、国民健康保険税１０億９，９２２万

２千円、県支出金３９億９，４４１万８千円をはじめ、一般会

計繰入金等を充てております。

議案第１８号 令和２年度筑後市後期高齢者医療特別会計

予算について申し上げます。
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予算総額は、前年度比０．３％増の７億１，８４６万４千円

となっております。

歳出の主なものは、福岡県後期高齢者医療広域連合納付金で、

前年度比０．３％増の６億８，２９１万６千円、総務費の職員

人件費等については、前年度比１．２％増の３，２０２万８千

円を計上しております。

これらの財源として、後期高齢者医療保険料、一般会計繰入

金等を充てております。

議案第１９号 令和２年度筑後市介護保険特別会計（保険事

業勘定）予算について申し上げます。

予算総額は、前年度比３．８％増の４３億５，７１４万１千

円となっております。

歳出の主なものは、保険給付費が前年度比４．０％増の

３９億４，６６４万５千円となっております。

地域支援事業費では、要支援者等を対象とした訪問型サービ

スや、通所型サービスを実施する介護予防・生活支援サービス

事業を実施いたします。

これらの財源として、第１号被保険者保険料、国県支出金、

支払基金交付金、一般会計繰入金等を充てております。

議案第２０号 令和２年度筑後市介護保険特別会計（地域包

括支援センター事業勘定）予算につきましては、指定介護予防

支援事業所として介護予防サービス計画を作成するとともに、

総合事業対象者のケアマネジメント作成に要する経費等を計

上しております。

議案第２１号 令和２年度筑後市市営住宅敷金管理特別会

計予算につきましては、市営住宅入居時に預かる敷金の管理に

要する経費を計上しております。

議案第２２号 令和２年度筑後市住宅新築資金等貸付特別

会計予算につきましては、事業運営に要する経費を計上してお

ります。
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議案第２３号 令和２年度筑後市地方独立行政法人筑後市

立病院貸付特別会計予算につきましては、市立病院に対する貸

付金や病院事業債に関する公債費を計上しております。

議案第２４号 令和２年度筑後市水道事業会計予算につい

て申し上げます。

主な建設改良事業といたしましては、年次計画に基づく主要

配水幹線の老朽管更新事業、北牟田配水場の耐震化のための更

新事業のほか、管網整備事業に関する経費を計上しております。

なお、受水費につきましては、小石原川ダムの完成に伴い、

県南広域水道企業団からの受水に係る基本水量が増量となる

ことを受け、増額計上しております。

議案第２５号 令和２年度筑後市下水道事業会計予算につ

いて申し上げます。

建設改良事業といたしましては、主に社会資本整備総合交付

金を活用した管渠整備事業のほか、流域下水道事業に対する建

設負担金、企業債償還金等を計上しております。

維持管理につきましては、経営戦略見直し業務に係る委託料

等を計上しております。

以上が議案の大要であります。慎重ご審議の上、ご決定賜り

ますようお願い申し上げ、提案理由の説明を終わります。


